
司号必h・
吾羽市

第 133巻第3号

波3頬浩教授3乙念琉

献 辞ーー ・・ ・ー…-平田清明

経営戦略論に関する若干の考察 (1) ….. 降旗武彦 l 

伝統理論と近代理論・・・…・ 1 ・・・・ ・・・・ ・・・飯 野 春 樹 28 

日本的経営の組織論理 ...................数家鉄治 48 

組織化の過程と進化モデル・ 1 …......... 岸 田 民 樹 67 

タイにおける日系企業の経営構造…・・・ ・・・中 川 多喜雄 92 

社会・技術システム論批判の検討ー… 赤岡 功 114

日本における部品取引の構造…・・・・・・ 浅 沼 寓 里 137

渡瀬浩教授略歴・著作目録

昭 和 59年 3月

草郡穴事経清号書



92 (196) 

タイにおける日系企業の経営構造

一一現地化期の海外企業経営

中川多喜雄

I は じ め に

国際経営において，海外子会社もし〈は関係会社の設立中撤退については，

その戦略的性格もあって，比較的注目されやすい。しかし，梅外子会社を設立

Lた後の経営を如何に進めていくかについてはあまり注意を払われないようで

ある。一般に，多国籍企業の経営は設立当初の段階を過ぎると，現地の企業経

営の環境に適合してい〈現地化の段階に入っていくとされている。設立当初の

どちらかというと親会社中心的で集権的な段階から，子会社の側が相対的に自

主性を高めていく段階へと変化するものと考えられている。この変化をバ ノレ

ミュッターの用語法に従がえば，設立当初がエスノセントリッグであるとすれ

ば，現地化の段階はポリセントリックであるということになる130

多国籍企業を受け入れる国の側からみるとき，進出してきた外国多国籍企業

を如何に届益に沿った方向へと誘導するかは，常にかわらね政策目標である。

工業化政策の一環として，雇用の確保や資本の流入のために多国籍企業を受け

入れたとしても，それをただ放置するのでは積極的な意味はない。受け入れた

あとも，国策に沿う方向に多国籍企業をコ Y トロールすることによって，真に

受け入れ国に利益がもたらされることになる。ここには，受け入れ国が多国籍

企業を現地化させていこうとする様々の圧力や誘導策と現地化して行かざるを

えない多国籍企莱との聞の闘いにも似た状況をみることができょう。とりわけ，

1) H. V.， Perlmutter，“The Tortuous Evolution of the Multinational Corporation "， Columbia 

Journal 01 World Business， Vol. 4， No. 1， Jan-Feb.， 1969， pp. 9-18. 
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受け入れ国が工業化過程にある苦手上国の場合には，この相互作用は極めて興味

深いものとなる。

ところで，最近の日本企業の国際化展開はかつての東南アジアを中心とする

それから，先進国を中心とするそれへとシフト Lてきている。その意味では，

日本企業の海外経営における東南アジアの位置つずけは，戦略的な性格というよ

りは，管理的な性格の問題となってきている。あるいは，東南アジアでの日本

企業の海外経営は現地化期へと入っているといえる。

一方，東南アシアの多くの困は，基本的には経済発展の離陸段階を過ぎ，ょ

うやく成長期へと移り進もうとしている。こうした東南アジアの国々にとって

も，その工業化政策がかつてのものとはやや異なったものとなってくることは

ある意味で自然であろう o

そこで，本稿ではタイを例にとって，そこでの日系企業が，社会状況の変化

や現地国政府の政策の変化の中で，如何に現地問の環境に適合しよう主してい

るかという点に焦点をあててみよう n

II タイ産業の動向と政府の政策

世界的な不況の影響を受けて不振であったタイの経済も， 1983年の後半ごろ

からようやく回復する気ざしを見せてきている。 1983年の第 3四半期まででみ

ると，輸出は前年比で 19.4%程度の減少に対して，輸入は 14.2%程度拡大し，

貿易パラ'/;7，は悪化している O しかし， インフレは 3.6%程度におさまってお

り， GDPは年末段階で5.6%程度の成長となるのではないかと NESDBではみ

ている。また， 1984年には 7%台の経済成長も期待できるというヘ

統計上り景気動向はともかくとして，タイ社会をみていると，あき bかに経

済状況に変化が起りつつあると思える。勿論，変化の主要部分が地域的にはパ

Y コックを中心としたものであり，産業的には商業や+ーピy、業を中心とした

ものであるという‘いびつき"があることは否定できない。 しかし， こうし

2) "Year-End Economic Review，" Thailand B山叩ess，Dec. 1983， pp. 29-49 
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た一見した弱点も途上国が工業化していくプロセスの中ではある程度までやむ

をえない側面も存在する。結局はバラ Yスを完全にくずきないことを祈るだけ

であろう。

数年前から始まっているパ γ コックの建設ラッシュは，銀行からホテノレ，シ

ョッピング・コンブレック7-，コンドミニアムへと拡がってきている。数年前

のパソコックを知る人にとってパンコックの町の変化，高層化と近代化に驚ろ

かされるであろう。ただ，この変化に，銀行はともかくも，ホテルにせよ':/

g ッピング・コンプレック λ にせよ，果して市場調査的な裏づけがあるのかと

いう点になると，否定的な意見が多い"。

しかし，タイ社会の変化はこの表面的，商業的な変貌だけにとどまってはい

ない。ノミ y ヨックに比較してその較差の大きさを指摘される地方都市や農村部

にも，小さいながら一昔前とは違った変化が浸透しつつあるようだ。タイ第2

の都市であるチェンマイにもそれなりの人口の増加が認められる。農村部の所

得の向とは統計に現われない新しい購買力を形成しつつあるとするむきもある。

この観点からは，パンコック対農村部という単純なタイ社会の二分法は遠から

ず再検討を要求されよう。

こうしたタイ社会の変化は，直接・間接にタイの日系企業にも影響を与えず

にはいない。繊維産業を例にとってみるならば，商品の高級化とファッショ Y

化という傾向が出はじめている。また，民族系の一部企業には， 日系企業に対

する相応の競争力を持ちはじめたものもある。あるいは，近代化が遅れている

部門でも，ょうやく伝統的で労働集約的な技術から徐々に脱皮しつつあるもの

が出てきている。

タイの繊維産業にとっての決定的な変化は1970年台の前半からみられた繊維

品目の輸出が1977年ごろからついに輸入をよまわり始めたということであるo

7 ァイパ やヤ Y の段階でこそ，いまだ輸入が輸出を上主わるものの，ファ

3) ζうした諸変化について比例えぽJ‘CommercinlCommplexes"， Bongkok Bank Monthly 
Revieω> 1uly， 1983， pp. 311-318，“ Condominiums-commercial complex師 B山 lnessln 
l'hailand， Oct.， 191:!::I， pp. 59-81 などに詳しいー
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ブリックスやガーメントのレベ止では明らかに繊維産業は輸出産業へと成長し

てきている。とりわけ， EC との間で締結された輸入割当はタイにとってかな

り有利な内容となっており，ガーメントを中心とする今後の成長が期待され

る430

ところで，タイの日系企業の中で，最もその動向に関心が注がれているのは，

おそらく自動車産業のそれであろう。というのは，タイ政府は工業化政策の一

環として，部品，原材料の国産化を推進してきたが，この点が最も厳L<なっ

ていたのが自動車産業であるからである。自動車産業に対してはタイ政府は

1978年から年平均で 5%ずつの割合で1983年までに50%の現地部品化率への引

き上げを要求してきた。しかし，この部品現地化政策はあまりにも性急に過ぎ

たと考えられるo たしかに，車種の多さが問題の一つ Eあり， 乙の点に関Lて

は現地組立企業の数が21から15まで下ったので効果はあったともし、える。しか

し，ねらいとされていた輸入の減少と園内雇用の増大は結果としては大きな効

果を上げていなし'0NESDB の推算では，完成車輸入による外貨流出と部品の

輸入による外貨流出正ではほ~んど差がないという。かえ勺て，部品の国産化

によって自動車生産のコ見トは増大し，品質は悪くなった。また，部品が国庫

化された部分は主と Lてタイヤとかパッテローといった自動車生産上では非木

質的部分でしかなかった;)。

これらの結果ゃ組立メーカーからの不満によって，タイ政府はついに部品国

産化の最終目標を事実上放棄Lた。予定されていた1983年の50%をとりやめ，

1982年の45%までで終りそうである。これによってタイの自動車販売の状況も

一息っくことになりそうである。タイの自動車現地生産台数は 7万台程度の水

準を上下していた。しかし，ここへきてどうやら 8万台からそれ以上へと伸

びる気配がみえる。部品国産化のための過剰投資を回避しえ，販売台数が仲び

4) タイの車高出については，“ Thailand'sExports ぺBusinessin Thailand， Dec.， 1983， pp. 27 
68.横維産業については“ Thegarment industry"， Bangkok Bank Monthly Review， .Feb.， 
1983， pp. 49-56 を書照。

5) “Thailand's Auto Industry"， Bus四 essReview， luly 1983， pp. 40-55 を参照。
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るならば，タイの自動車業課も 安心とL、ろ状況である。

政府の政策動向が影響を与えているのは，別に自動車産業だけではない。し

かし，他の産業では自動車産業ほどには厳しい状況にない。電機産業の場合，

最近の羽税の引き下げや法人税の増減などによってむしろ全体的には好ましい

影響を受けているのではないか。タイの電機産業はアメリカ系， ヨーロッパ系

そして現地の企業を押えて， 日系企業が TV等で圧倒的なシェアをもってい

る。しかし，現地の製品は品質的には問題が多く，コスト的にもまだ高し、。こ

うLた状況の打破という意味からすると，今回のタイ政府の政策は現地企業に

最も厳しいと見られているのであるペ

ところで，現在までのところでは日系企業との直接的な関係はないものの，

長期的にみて興味をそそられることとして，タイ版総合商社の設立がある。

BOI (タイ投資委員会 Board of Inve!:ilme叫〕は1978年に総合商社の設立と

奨励策を打ちだした。この結果として， 1983年の段階で 9社がタイの総合商社

として名をつらねている。しかし，このうち BOIの基準をグリアしえている

のは， Siam Cement Trading， CP Intertrade， Saha Union，だけであり，こ

れらの商社も輸出よわ輸入のほうが多いという。これでみるかぎり，タイの総

合商社はまだまだ弱く， 日本の総合商社と競合できるようになるのはまだ遠い

先の話である。しかし，タイ総合商社の存在はタイ政府の政策の方向性と将来

のタイの可能性を指し示しているとはいえよう"。

最後に，現在のタイで最大の注目を集めている第5次 5ヶ年計画の柱となる

東部湾岸地域での天然ガスの採掘とそれにともなう工業プロジェクトについて

触れておこう。タイはこのプロジェクトで，一方で石油の輸入の減少とエネル

ギーの代替，さらには天然ガスの愉出をはかり，他方で，関連工業製品を中心

とした工業化の推進を考えている。現在のところ， 日本は天然方スを輸入する

子定はなく，プロジェグトに伴う経済協力にもやや及び腰という感がある。 ι

6) “Electrical goods"， Business Review， April 1983， pp. 32-33 を参問。
7) Yイり総合商社については， “Trading Companies: The companies， Their problems 九
BuJiness in Thailand， Sept. 1983， pp. 52-57 を審問叩
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のプロジェクトには経済性とい2点ではかなり疑問があるという戸もあり，そ

の先行きはまだ未知数であろう。

以上，タイの産業の現状と政府の政策の動向をふりかえってみるとき，次の

ようなことがいえようか。まず第一に，タイ経済は種々の問題を抱えながらも，

基本的には成長過程にあり，それに伴って園内市場状況も徐々に変化するきざ

しをみせている。次いで，タイ政府の工業化政策がかつての輸入代替的な政策

から輸出志向的な政策へと変化をみせている。従って， とられる政策も必ずし

も国内企業， 国内市場一辺倒ではなくなりつつある。 また， 一部には弱し、な

がらも )Jをつけた現地企業がみえているということである。こうした変化は必

ずしもドヲ月チックな変化ではなし、。しかし， こうじた変化に対して日系企業

はいかに対応しているか，あるいは対応していくべきかを以下では考えてみよ

つ。

lJI タイにおける日系企業

イ〉 日系企業のプロフィール

東南アジアにおける日系企業は，イン Vネシアやマレーシアにみられるよう

に，現地に進出している外国企業の第一位にランクされている。タイにおける

臼系企業もその例外ではない。全体としての外国企業の進出度合としてはアメ

リカ企業が多いとされるものの， BOIの累積投資額では日本は台湾， アメリ

カを押えて第一位にある則。

BOIのデータによると， 1983年6月の段階で， 日系企業り累積登録資本額

は 1，727million bahtである。これは BOI の総累積資本額の 6.4%，外国資

本〔全体の 25.7%'i!:占める)のうちでは 25.1%と第位となる額である。外資

としては， 日本に次ぐのが台湾の 708million baht，アメリカの 680million 

baht，以下イギリス， 呑港， 、ンソガポーノレ， オランダ，マレーシア， 西ドイ

ツ，イ y ドの順とな Jっている"。

.8) Board of Jnv岡田町，ActiviJy Re:p07t 10'-t/!e MOII品。'1JUlle 1983 
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もっとも，日系企業が外資企業の中で最大のシェアを示すとはいし、ながらも，

ここ数年でみると日系企業の新たな進出は相対的に少くなってきている。 BOI

への申請資本額でみていくと，第一位の申請国は1978年が呑港， 79年がオース

トラリア， 80年と81年がアメリカ， 82年がインドとなっている。この間で日本

は2位から 5位を上下しているのである山。また，承認の資本額でも他国に第

一位を譲ることが多<，全体に占める Vェアは年々低下してきている。すなわ

ち， 1974年には外資の 41.6%であったものが， 1983年 6月では 25.1%にまで落

ちてきている山。

この BOI に登録されている日系企業のプロフィールをみてみると， 1982年

段階で次のようである山。まず，大部分の日系企業は合弁企業しかも少数所有

のケースが多い。 166祉につし tてみると日本側の平均山資比率が 39.7%，タイ

側が58%， 残りは第三国である。 166 社のうち最も多いのが26~50%の出資比;

率であり，完全所有はわずか 4社にすぎない。次ぎに業種でみてみると，企業

数，投資額 Eもに機械・電機部門が49社， 10，500 million bahtで第一位， 品主

維・その他部門が38社， 8，600 million bahtで第二位となっている。残念なが

ら BOIの統計は細かい業種分類をしていないのでこのデータだけではいえな

いが，自動車，電機，繊維関係が多数を占めることが想像される。また，雇用

者数からみると，繊維・その他部門が 33，900人で最も多く，次いで機械・電機

部門の 15，2日0人となっている。原材料の輸入比率をみてみると，全体の593ぜが

輸入にたよっている。業種目jには絶対額で機械・電機部門が大きし比率的に

は化学部門の輸入比率が高い。逆に輸出でみると，比率は明らかではないが，

農産品部門と繊維その他部門で比較的輸出額が多い。

これらの数字を BOI登録の外資企業全体と比較してみると次のような傾向

がある。一般に BOI査録企業は合弁が多く， 日本だけが特妹だというわけで

9) Ibid. 
10) Board of Investment， Investment Promotion 1982，押 5-6
1l) B()ard of lnves山nent(J)デタ。

12) 以下データはいずれも Boardof Inv田 tment，Investment Promotion 1982，による。
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はない。しかし，アメリカ，シン;1[ポーノレ，オランダ系の企業では完全所有が

比較的多い。業種的には，日系企業はサーピス部門が少し機械・電機関係の

比重が相対的に高L、。雇用面では，繊維その他部門が最も多い点は共通である

が， BOI全体ではサーピス部門が多いのに， 日系企業では少いことが違って

いる。また，機械・電機部門は日系企業が相対的に多い。原材料輸入について

は， BOI全体では 38%にとどまっているのに，日系企業の輸入比率は比較的

高い。輸出についてはよくわからないが， BOI全体では23%の輸出比率であ

る。おそらく日系企業の比率はこれより低いであろう。

BOIに登録されている企業以外の日系企業に限を転じてみると， データ的

にはやや古くなっているが，バンコ γ ク日本人商工会議所の調査から次のよう

な傾向がうかがえる山。 1979年現在でア γ ヶー lに回答した日系企業の資本金

総額が 3，198million bahtであった。 この年の BOI登録の日系企業の資木

額が 1，423million bahtであり， アンケートの回収率が 65%であったと1-か

ら推測すると，タイの日系企業は BOI登録企業以外に BOI登録企業と少く

とも同額，おそら〈は1.5倍程度の資本金投資を行っているだろう。

出資比率についてみてみると，商社を除けばやはり合弁が多く，平均出資比

率で 56.7%となっている。この数字は BOI登録企業よりはやや高い。業種別

にみると，繊維が資本投資額の全体の33%を占めてやはりトップである。しか

し，二位は化学で24%を占め BOIのケースとはずれがある。なお， 3位は自

動車の18%である。出資比率を業種別にみると，商社が78~百と高いのに比して，

繊維と鉄鋼は47%とやや低い。原材料の輸入については， 64%とやはり高くな

っており， BOIのデータをも上まわっている。特に鉄鋼 (82%) や自動車

(73%)は輸入比率が高い。輸出については， わずか 8.9%という極めて低い

比率となっている。その中で比較的輸出比半が両いのは繊維と食品でそれぞれ

18.9%， 34.3%となっている。金額的にも蹴維が輸出が最も多<.次いで食品

となっている。この傾向は BOIのデータと 致している。雇用者数からみる

13) パンコク日本人商工会議所『第8回日系企業の実態調査(買取度調査〉結呆ム 1981年 3月。
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と，総計で 48，360人が雇用されFいるが，やはり繊維が圧倒的に多くて 25，222

人c 以下，その他部門， 自動車，食品の順となっている。

以上のデータからは売上高，資産については必ずしもよくわからないだろう

から，この点について別のデータで補足Lておこう 14)0 1980年の売上高ランキ

""!'をみてみると，上位50社までに日系企業が10社はいっている。トヨタ自動

車の10位を筆頭に，三井物産13位，三菱商事16位， トリベット・いすず販売21

位ラッキーテックス(東レ系)22位，タイ日野モーター販売25位，帝人ポリェ

旦テノレ26位，サイアム・ヤマハ27位，伊藤忠商事30位， シュー・ナショナノレ販

売叶ーピス39位と並んでいる。また，資産額での順位をみてみると，上位50社

に日系企業が 7社入っている。東京銀行の18位が最高で，三井銀行20位リ

ベッ 1.， ，、すず販売22位，タイ口野モーター販売23位，ラッキーテックス38位，

帝人ポリエステノレ45位， トヨタ自動車48位となっている Q ランキ y グのトップ

のほうは売上高では米系石油企業が，資産額でほ銀行が占めているものの日系

企業がかなりの規模にあることがわかる。また，このラ yキングから，日系企

業には繊維，自動車，商社，電機関係に有力企業が多いことがうかがえよう。

参考までに具体的な業界状況と企業について簡単にふれておこう。商社はい

わゆる 9大総合商社がすべて顔を出してきている。日本の総合商社のタイの輸

出入に占める比重は大きい。タイの輸出の 11.84%，輸入の 13.91%(1980年)

を占めるという 1へもっとも，タイの商社活動は日系の総合商社だけではなく，

古くからのヨーロッバ系商社，最近では韓国の総合商社やタイの総合商社まで

現われ様々であるともいえよう。

自動車産業にはトヨタ，ホンダ，いすず，日野，プリンλ 〔日産)，ヤマハ，

カワサキ，スズキと日系メーカ が日じろおしである。この他にも，日産や7

ツダは現地企業と提携を行っている。タイの市場にはヨーロッパ系0)メーカ，

14) Million Baht Business Inform叫 ion:81'-82'， Pan Siam Communications， n. d 

15) Kheesenz Anansrvprapha， "General Tr.ading Compaines and Manufactured E岬 orlsfrom 

Thailand "， Th田 isat Thammasat University， 1983年，の数字 Business問 Thailand，Dec 
1983， p. 5己より引用。
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そしてかつては GM，フォー凡も出ていたのだが，総じて日系企業におされ気

味である。現地企業としては日産と提携している+イアム・モータースが有力

企業となっている。

繊維産業は，ラッキ テックス等の東ν ・ク勺レ プ，帝人ポリエ九テノレ等の

帝人 .j!'ノレープ，エラワ Y ・テキスタイノレ等の丸紅・グループの三大グノレープ

に代表される。日系としてはその他に倉紡，敷島紡・野村貿易，カネボウなど

が顔を出している。現地企業としてはタイの繊維王と呼ばれるスグリー・グノレ

ープ， プラマーン・グルーフa等がある。外資としてはインドからピノレラ・グル

ープが出てきている。最近ではλ クロー・グループを中心とする現地企業がか

なり力を強めており，長期的にみて日系企業のシェアは下がりつつある。

さて，以上のようなヂータからタイの日系企業につし、ての大まかなプロフィ

ールを浮かんで ζ させられよう。規模的にみるとかなりの大企業が存在してお

り，産業的には自動車，繊維，商社，電機等に有力企業が多い。出資比率から

いう k合弁が圧倒的に多い。商社は BOI登録企業の外に完全所有に近い形で

出ている。雇用者数では繊維が圧倒的である。原材料の輸入比率が高<.売上

の輸出比率が低い。ただし，代表的産業である繊維では輸出がある程度はある O

BOI登録企業とそれ以外の企業とを比較すると， BOI登録企業のほうが，よ

り現地化的である。

このような傾向を念頭におきながら，次節では日系企業のプロブ干ーノレにつ

いてもう少し検討を加えてみよう。

ロ) 日系企業の経営構造

BOIデ タや商工会議所データからも明らかなように， 所有面からみると

日系企業は合弁でしかも少数所有の形式で進出していることが多い。特に製造

業では少数所有が多い。このことはタイ政府の政策の反映である。合弁形式が

とられているとき現地側のパートナーはしばしば華僑系のタイ人資本家である。

ζ の点につい亡の正確なデータはないが，存在そのものは~海外進出企業総
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覧』その他の資料から簡単に証朗しうる16h 純然たるタイ人がパートナーであ

るケースは非常に少いであろう。この選ばれたバートナーは多くはかつての販

売業者であったものキ商社等の紹介によったものであるという。

日系企業の幹部構成をみてみると，面白いことに，日系企業では必ずしも日

本側が多数所有でなレときでも社長(もしくは専務〉を出しているというケー

スがかなりある。通常，社長を出すのは過半数所有の出資者であるから， 日系

企業の状況はやや不自然にみえる。もう一つ， 日系企業では表面的にはタイ人

が社長であったり，経営幹部に日本人が少いケ スでも，実態として日本人が

経首の実態を撮ってレるという話がある。これらのことを考えると， 日系企業

は必要以上にタイ人に権限委譲を行っ亡いないとみられそうである。しかし，

この点については次のような反論がなされるであろう。実は日系企業では株式

所有は少数所有であっても，最大の出資者であるというケースがしばしばあるひ

このケ スの場合には，少数所有であっても経営の実権を握る必然性があると

いうものである。む Lろ，この点についていえば， 日系企業では比較的株式の

所有が分散Lた分散的所有関係が多いということこそが特徴のように思える。

しかし，経営の実権を日本人が握っているという点に関しては，経営幹部中

従業員に占める日本人の比率という点で日系企業には一つの特徴があるように

思える o 一般に，経営幹部や従業員数に占める日本人の比率は米系企業にお日

る外国人に比して高い。 Frankoによれば， 一般的にいって米系企業では設立

後数年を径ると，米国人派遣者の数を減らして，現地人に代替する率が高いと

いう 17)。タイの米系企業もその例外ではないようである。同様な傾向は熟練労

働者。レベルでも存在する。これらの傾向はある程度まで， 日系企業と米系企

業との経営慣行の相違に関連づけられるようである。

経嘗幹部在中心として派遣されている H本人がし、かなる役割を果し引、るか

16) W'83 海外進出企業総覧~，東洋経済，昭和57年12月四日本貿易振興会『タイにおける日系進出

企莱の塊割~，附附56年 7 月。泰国中華組尚宙『曾員名揖Jl. 1981。
17) Lawrence G. Franko，“ Who Manages Multinational Enterprises? "， Columbia Journal 01 

World Busi71ess， Summer 1973， pp. 30-42 
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はかなり重要な問題である。残&ながら， この点についての確たるデータはな

い。一般的にいって，日本人派遣者は商社のケースを除くと，社長もしくはそ

れに相当する最高経営担当者，技術者，経理その他の重要部署担当者，そうし

てタイ・エキスパートとL、うセットで派遣されているように思える。 社当り

の人数でいうと商工会議所データでは平均4.6人(1979年〉という数になる。

これらの日本人派遣者は職能的な側面にまで降りたきめの細かい管理と指導を

行っているものと私は推測している。このことは，いわゆる「管理Jに焦点を

求める米系企業の派遣者の役割とは異なるように思える。

日本人比率の高いもう一つの理由としては， 日系企業の採用している内部昇

進的なシステムにあるとされる。このような γステムのもとでは，現地人に信

頼できる幹部や従業員が育ってくるまでは，日本人が経営の中.fs的な部分に残

ヮていることが多くなるo ところが，不幸なことにタイではこうした条件が満

足される上うな段階も L<は環境にはないのである o

内部昇進的で昇進や昇給の遅い円本的なシステムを左っているとき，日本人

幹部に比較的近い位置にある中堅管理者層に不満を生む可能性が出てくる。こ

れまた，正確なデータはないが，タイの場合，企業の中堅管理者を構成してい

るのは，華僑系の学卒者が多いと考えられる。この華僑系の学卒者たちにはタ

イ人一般に対していわれるような能率の悪さや，ノレーズさは必ずしもあてはま

らない。しかし，必要以上に高いプライドと独立心の旺盛さとがある。彼等に

とっては日系企業のように幹部を日本人で占め，昇進・昇給が遅い人事システ

ムには満足できない。それ故にか，日系企業の中堅管理者は定着率が比較的よ

くないとする見方が強い。

こうした華僑系の学卒者の下で働いているのが，小卒もし〈は中卒レベノレの

一般りタイ人である。日系企業の労働者の定者率は比較的ょいといわれている。

特に繊維産業では勤続年数が比較的長〈なっている出。この定着率のよさの理

由は 般的に失業が多いことと，日系企業の相対的な賃金の高さにあるといえ

18) パンコク日本人商工会議所，同上書のデータ。
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る。それ以外にも日本的経貨のもつ効果がある程度は効いているのかもしれな

い。いずれにせよ，タイでは日本的な Vステムが定着する可能性が高いように

J思える。

この階層でのタイ人に対しては，タイ文化の特徴であるとされる E市頃向をみ

ることができる。一般にタイ人は消極的な意味での個人主義者であるとされ，

日本とは違った意味での人間関係志向がある。また，生活を楽しむことを好み，

物事に対して比較的ルーズであるとされる。サヌヅグとかマイ・ベン・ライと

かクレ γチャイといった言葉がζ うしたタイ ω価値感を反映し亡いる。 ζ うし

たタイ文化の価値感は一方tは必ずしも工業化という課題に適合的ではなく，

労働者の能率の惑さの 因だとされるが，他方では以外と日本的なシステムを

受け入れやすい雰囲気もある。

日系企業の特徴点として市場ー技術的側面に注Hすると，その進出目的がタ

イ園内市場の確保もしくは拡大ということにあるのが最初に気がつ〈点である。

繊維企業がかつての輸入代替型から輸出志向型に変化しつつあるとはいいなが

ら，かつてのタイ政府の工業化政策が輸入代替型であったことを反映し，日系

企業の大多数は現地市場志向型なのである。商工会議所のデータにみられるよ

うに， 日系企業では輸出比率が小さい。また， ~海外i輩出企業総覧』でみれば，

タイ進出企業の進出目的その他の項目で，現地労働力の利用，政府の政策に従

ってという点とともに販売市場は現地市場であるということになっていること

が確認できる則。

輸入代替型ということに関わっているもう一つの特徴点は，原材料の現地調

達比率が低<，日本からの輸入がかなり多いことである。この点は H系企業が

タイに進出し亡きた理由と深い関わり士もっている。日系企業は， もともと日

本からの輪山という形でタイ市場に製品を販売していた。ところが，タイ政府

の輸入代替政策による製品輸入の禁止が出てきたために“輸出。延長"とし

てタイに進出してきたのである。とうしたケースでは，例えば自動車の場合の

19) [1'82 海外進出企業総宜~，東洋経済， p.16。
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上うに，部品中ェ y ジ Yは日本から輸入し現地では組立ているだけだというこ

とになるのこうした，進出の経緯が日系企業の原材料調達が現地以外のそれも

特に日本からの比率が高〈なるという結果をもたら Lているのである。

日本からの調達比率が高いという傾向は資本設備についてもいえるようであ

るo タイが発展途上国であるだけに資本設備の輸入比率が高いということは必

ずL も不思議ではなし、。しかt-，面白いことに， Lecraw のデータによれば

日系企業は原材料だけではなく資本設備についても日木からの輸入が多いとい

う'"。この点については次のような説明が可能であろうか。俄維についても自

動車につレても，現段階で最もよい設備を探すと， 日本企業の競争力の強さに

対応して，最もよい設備は結局日本にしかないという乙とになる。だがこの点

については以下の議論からすると多少の疑問がないわ刊ではなc" 

現地労働力の利用ということに関連して， 日系企業の技術的特徴として忘れ

てならないことは，その技術選摂が少くとも日本に比較して労働集約的である

ということである。(もっともこれは日系企業だけの特徴ではないが〕。 この

ととは労働集約的な産業や製造過程への投資が多いとL、う意味でもあるが，同

時に，同じ産業や製造段階でも技術選択として， より労働集約的な方法を採用

しているという意味でもある。一般に企業が如何なるタイプの技術や設備を採

用すべきであるかという問題は，その企業の直面している市場の規模や労働者

の熟練度，能力，あるいは資本設備と労働力の相対的コスト差によって規定さ

れる。この労働集約的な技術ということは， 日本側からみたときには比較的旧

型の中古的設備が多いということを意味する。

この中古的な設備が採用されやすいということは，必ずしもタイにとって不

適当であるということを意味しない。市場規模としてタイの園内市場を前提と

し，タイの労働コストの水準を考えるとき仁技術選択として労働集約的な方法

が選ばれることは自然であろう。タイ白ような途上国においては，最新鋭の白

20) Donald Lecraw，“ Choice of Technology in Low-Wage Counties "， unpuhlished doctora[ 

dissetation， Harvard University 1976のデータ。
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動化された設備であるよりもd 旧式ではあっても労働集約的でより小さな市場

規模に適合する技術・設備であるほうが適切であると判断されよう。

さて，日系企業は輸出の延長としてタイに進出してきたのだが，販売面から

日系企業をみるとそのルートとしては主として三つのノレートがあるようだ。一

つは当該企業独自の販売網であり， もう一つは現地パートナーのノレートであり，

最後は出資参加している商社の販売網である印。このうち，前の二つのノレート

は主として国内市場向けであり，商社のノレートは輸出向けが多いであろう。販

売のルートとして最も多いのは当該企業独自のノレートである。しかし，進出以

前の段階で輸出をしていた企業では，当時の現地販売会社であった現地パート

ナーをいまでも使っているケースもある。自動車や電機などでは，独自の販売

会社を設けてし 1るケースがある。これほ現地パ lナ の販売ル トに乗せて

いるという側面とともに， 日本国内のマーケッティング・システムの模倣とい

う性格もあろう Q 輸出については， 日系企業でほ繊維と食品が多いのだが，こ

の両産業Eも日割程度を商社に依頼している22)。ちなみに，タイから日本向け

の輸出の 5割はこの商社が扱っており削，事実上輸出についても日本との関連

という性格の強きが現われている。

さて，以上のように日系企業の経営構造を概観してみると，いくつかの注目

すべき点が指摘できょう。まずーっは， 日本的経営システムとタイ文化ないし

はタイ人の価値感との聞に微妙な葛藤関係があることがL、えよう。このことは

とりわけ日本人比率の高さとタイ人の登用の遅さという点で重大である。次い

で， 日系企業の経営構造は，輸出の延長としての進出という事実を反映した，

強い日本との結びつきが存在するということである。このことは原材料や資本

設備に最もよくその性格が反映されているのだが，販売困や所有国にもそうし

た傾向があるといえよう。云番目に，逆に所有国十技術面などからはある程度

21) 岡本織郎「タイにおける企業経営と生活環境アンケート調査結果J，rバンコク日本人商工会議

所所報~， l~閏年 4 月号， pp去 2B，
22) バンコク日本人商工会議所，前掲書データ。

23) “Thailand's Exports "， Business問 Thailand，Dec. 1983. p. 51 
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タイの実状に適合したという性格でみえることである。合弁企業の多さや，労

働集約的技術の採用はそうである¥.-，輸入代替型ということもかつての基準で

はそうであったといえよう。

IV 日系企業の経営課題

イ) 現地化期の経営課題

タイ政府が進出して吉ている外資系企業に対して要求している課題としては，

雇用の増大，国内資源の有効活用，部品の国産化，技術移転，資本の現地1t，

タイ人スタッフの登用，輸出の促進などがある。これらD課題の主流なしてい

るものは，ひと言でいうならば「現地化」の要求であるといって土かろう o

これらの課題白中には日系企業はすでにある程度主で答えていると思われる

ものもあるが，多〈は日系企業としてまだ十分でないものであろう o また，い

くつかの経営課題は日系企業の経営構造の問題と深〈関わっている。さらに，

課題のい〈っかは単に日系企業だけの責任ではなく，タイ政府やタイ人自身に

も責任がある。

資本の現地化に関しては， 日系企業ほ比較的進んでいるようにみえる。従っ

てこの点に関する限りは一応問題ないかのように思える。しかし，人の現地化

の問題と絡めて考えてみると，日系企業の分散的所有構造は人の面での現地化

をl咽害しているともとれる。その意味では日系企業の所有関係にはなお問題が

あるともいえよう。すなわち，単に少数所有であるだけでは十分でなく，最大

の出資者であることも問題であるともいえよう。

タイ人スタッフり登用という人の現地化の問題に関して述べれば，日系企業

の不満の中にタイ政府が日本人派遣者に VISAをなかなか出してくれないと

いう点がある制。 ζ れは明らかにタイ政府の人の現地化の遅さに対する不満を

反映している。商工会議所りデータでは約 4割の企業がこの問題に前むきに取

り組み，しかも年を追って日本人比率は下ってきている王きれている。しかし，

24) 岡本識臥前掲稿。
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BOIのデータによれば，外周辺人 1，857人のうち 33%の622人が日本人であり，

2位の台湾の 240人， 3位のアメリカの 48人を大き〈ヨlき離してトップである。

しかも，日本人の数は1979年に 657人の最高を記録したのち， ここ数年でわず

かに減少したにとどまっている。 2位の台湾が一時の340人から240人に減らし

3位のアメリカが一時の92人から48人に減ら Lたのに比べて，日本人の減り方

は少いと言わざるをえない2出。ここには明らかに， 日本企業の分散的所有構造

と内部昇進的な経営システムやより広い意味での日本的経営体質の問題が背後

にある。

日系企業が不満に思っている問題の一つに従業員の質の問題がある。確かに

一昔前に比べて，従業員の学歴νベノレが上がってきたこともあって，かつてほ

どにこの問題に苦労はしなくなってきた。しかし，従業員の質をその賃金と比

軽してみたとき，けっして満足できる状況ではないことも確かなのである。

日系企業の側からいわせると，タイ人は時間中品質の問題に無頓着にすぎる。

他人の仕事をカバーしたり，部下に作事世教えたりしない。研修に行かせると，

帰ってす「転職して Lまう。すくに昇給や昇格を要求する。学歴に対してプラ

イドが高すぎる。女子労働者はよ〈働くが男子はそうでもないなどという不満

iJ~ある。

逆に，タイ人の側からいわせると，日本人はタイの文化を理解Lていない。

タイ語や芙語を話きなし、。タイ人を見下している。技術移転に熱心でない。日

本人だけに権限を集中させている。言葉使いやマナーが悪い。有能なタイ人は

昇進させるべきだなどとなる加。

このタイ人の側からの不満をみると，そこにはコミュユケーションや文化過

応の項目が入っている。これは一種の文化的現地化要求だといえよう o しかし，

これらの不満の中で特に気になるのは技術移転に関わる問題である。タイ側の

論調では，日系企業は技術移転が遅いということになっている。ある人によれ

25) Board of Inv田 tment，Promotωn Investment 1982，のデータ。
26) パンコク日本人商工会議所『日系企業白タイ人従業員に対するアンケートJl.1983年 2月。
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ば，日系企業の技術移転は Technicalknow-howのレベルではなく， Techni-

cal Show-how のレベルにとどまっているという加。一方， 日系企業側にいわ

せると O]Tや研修という形で少くとも熟練の形成という意味での技術移転に

はそうとう努力も L，行ってもいるということになる。

技術移転というとき，これが具体的に何を意味しているのかということにつ

いて多分に庫霊昧な側面がある。純然たる資本設備と製品に関わる設計書，指図

書，操業作業とその弄練形成がその概念の中心にある ιとは疑いない。しかし，

一般には生産管理や経営管理の内容までも合めて，議論されることが多い。あ

るいは，製品開発や特許に関わることまで合められることもある。経営管理的

な問題にまで技術移転を含めるな bば，この移転はそう簡単に進むはずがない。

また，製品開発や特許に関わる問題は単なる移転の問題では済まなくなり，ロ

イヤリティや対価の問題と絡まって〈る。タイ側が移転の遅れ十いうとき，そ

の内実はもう一つ定かではないが， どうもタイ人の登用の問題と関わって議論

されているように思える。逆に日系企業の仰lからいうと， 応の技術移転は進

めているといいながらも， “しみ浸るような:キメの細かい移転にはなって

いないといい，タイ側との議論のズレを感じさせる。

いくつかの経営課題は日系企業の進出経緯と現在のタイ政府の政策との聞の

ズレに起因するものである。原材料の輸入比率が高いことも，輸出比率が高い

ことも，日系企業がかつてのタイ政府の工業化政策に対応して進出してきたこ

との結果である。それだけにこれらの経営課題を解決するには時聞がかかりそ

うである。鉄鋼業を除けば大部分の企業は原材料の現地調達に努力はしている

ものの四九多少の改善はあったとしても，大きな変化があったとは思えない。

製品の輪山に関しても，輪山に努力している企業は繊維，食品，化学といっ

た輸出力がすでにある産業に集中している加。これらの産業の輸出の拡大はも

27) Waranya Panchareon，“ Japanese TNCs in Textile Indus川 y".presented at Pattaya Con 
ference of Chulnlongkorn U回 ver$】ty.198.9 

28) パンコク日本人商工会議所『第8回日系企業の実態調査結果』。
29) 岡上書。
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も3ろん重要だが，他の産業のことが気がかりである。他の産業が輸出にそれほ

ど熱心でないとみえるのは，おそらく輸出しうるだけの商品をもちえていない

ことがその最大の理由であろう。これらの産業で輸出をなしうるには，価格と

品質のより一層の改善が必要であろう。

部品の国産化に関しては自動車産業に厳しい要求がなされてきた。こうした

政策の影響によってタイに自動車部品産業が日系，現地の両方である程度育っ

てきたことも事実であろう山。一般的にみると，日系企業のうち半数近くは下

請け業者を使っているとされるが，過半数は下請けを使っていない。下請けを

使わない理由は，一貫生産で下請けが必要なし、からであるか，下請けの品質や

技術に信用がおけないからでもある。また，下請けを使っているケースも，下

請け自体が日系企業立あるならばともかくも，品質中納期をめぐるトヲプノレに

悩まされている。ここには，日系企業が自らの会社だけではなし供給業者，

下請業者，関連会社をいかに技術指導，管理指導，品質指導していくべ舎かと

いう課題を抱えているといえよう。

日系企業の経営課題ばなにも対政府での問題だけとは隈らない。タイの国内

市場の成長に伴う，製品選択と改良の問題がある。ここ数年のグョッピγr・

コンプレッグスのブームで，大型庖舗の売場面積が増え，プティッグ庖が広が

って雪た。洋服の買い方がオーダー・メイドから νディ・メイドに変化しつつ

あり，人々もファッションや色に敏感になってきている。日本からも新しい百

貨自の進出の噂があるとともに，イトキ Yなどの進出もある。こうした状況の

変化があるため，従来とは違った高品質の製品が需要されるようになってきて

いる。従って，繊維産業としても，技術的な変化や差別化が要求されてきてい

る""。こうした課題はやがて，繊維産業だけではなく他の産業でも問題となっ

30) タイり自動車部品工業については，足立文章「東南アジア自動車工業にみる周辺企業白発展ー
韓国・タイの経験1. wアカデミア経済経営学編~. 1980年6月号， 開 133-161，及び塩沢由典

「タイ自動車工業にみる日本の部品企業展開ム宮崎義一繍『多国籍企業の研究』筑摩書房， 1982 

年，第5章に詳しい。
31) 日系企業関係者。インタヴイ品ーによる。
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てこよう。

タイ産業の成長に伴ってHiて雪ているもろ一つの課題は，民族系企業との競

争関係である。現段階で最も問題となっているのは繊維の只クりー・グループ

である。ス Fリー・グループは業界の約束中政府の立法の裏をかいて，設備の

増設や輸入を行っている。日系企業は基本的に現状規模を維持する方向である

ので，勢力関係に変化が起きつつある。スクりー・グループのねらいは，シェ

アの増大による価格リーダ-'/ップの確保だといわれるが，大きな脅威である

ことは間違いない。現に，日系であったタイ衣料は最近になって完全に且クリ

ー・グループのものとなった。こうした企業が，将来自動車産業や電機産業で

でてこないとは限るまい。こう Lた民族企業とどう協調しあるいは競争してい

くかが将来の課題となろう。

τコ〕 品質管理

途上国の企業経営は，商品目低価格性，小規模性，マーケティングカの弱さ

労働集約i生などの特徴をもっている。これらの特徴とともに，品質の悪さとい

うことも一つの特徴である。途上国の企業はい〈つかの克服せねばならぬ課題

をもっているω 輸出競争力もその一つである。輸出競争力を持ち得るか存かは

結局のところ価格色品質の問題に帰する。価格の問題は，低賃金と労働集約的

生産工程を前提とすれば，指率の問題である。能率の問題は，タイのような途

上国では広い意味での技術移転や品質管理の側面をもっo かぐして，タイの企

業にとって品質管理は つの具体的な目標としてあるといってよい。

品質管理は周知のように日本企業が最も得意とするところのものである。タ

イの日系企業にもこれに取り組んでいるところが少くない。ところが，最近の

タイでは， 日系企業だけではなく一般のタイ企業でもこれに取り組むところが

出てき，一種のブームの様相を示してきている。

ある日系企業では QC サークノレ活動を 3年ぐらい前から行ってきている。

まず日本の QC リ グー研修に派遣するところから始まって， QCサークル
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委員会を発足させ，その後ス九一卜している。現在41サークノレが社内にあり，

半年に l回テーマ申請を行い，毎月 1回時間内で行っている。初期のテーマほ

「整理整頓」が多かったが，最遅は「不良低減」が増えている。優秀な事例は

全社発表を行っている。 また，最近，タイ労務管理協会の QCサーグノレ・セ

ミナーで工業大臣表彰を受けたという。

勿論，この QCサークノレ・プ ムをそう楽観的に受けとめてよいものかは

疑問がある。タイ社会の個人主義的な価値感やサヌック的な価直感を前提にす

ると， 集団的な QCサークノレ活動の成果を危ぶむ戸があって当然である。 ま

た，実際に行なわれている活動をみても， 日本でのそれのような高度なラーマ

のものではなし、。あるいは，当然のことながら，それは勤務時間内に報償を伴

った形で行なわれている。

しかLながら， QCサークノレ活動がもしもうまくいったとしたならば，タイ

の日系企業の抱えている経営課題のし t くつかについては，解決の見通しをつけ

ることが出来る可能性がある。従業員の質にせよ，技術移転にせよ，部品の国

産化にせよ，輸出促進にせよ，良くなる可能性があろう。

V むすび

海外子会社の経営は設立後しばら〈の親会社従属的な段階を過ぎると，やや

自立性の高い現地化期に入ると考えられる。この傾向は途上国では一層顕著で

あろう。現地化期はやがてくる世界的統合期までの中間的な段階であるとは考

えられるものの，現在の日本企業にとっては極めて重要な課題の時期でもある。

本稿では，東南アジアに多いと考えられる現地化期の日系企業の経営をタイ

を例にとって考えてみた。タイの日系企業はその進出目的から現地化の要求に

十分に答えきれていない側面がある。スタッフの登用，技術移転，原材料現地

調達などがこれである。これらの課題は性急には改善しにくいものもあるが，

解決しラる余地があると考えられるものもある。こうした解決のための方法の

ーっとして， ここでは品質管理について簡単にふれてみた。
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タイにおける現地化期の企業経営の方向が，果して他の途上国の状況と同様

に論じうるものかは疑問はある。しかしながら，タイのように輸入代替型の工

業化政策から輸出促進型の工業化政策へと変化する段階にある途上国では，参

考になる側面があるのではないかと考える。


